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新潟空港周辺航空機騒音定期監視調査における騒音抽出方法について

大高　敏裕・岩城　文太＊・関谷　一義・種岡　　裕＊＊・石橋　幸三

Noise Discriminating Method in Seasonal Aircraft Noise
Monitoring around the Niigata Airport

Toshihiro Otaka，Bunta Iwaki，Kazuyoshi Sekiya，Yutaka Taneoka，Kouzou Ishibashi

Keywords：新潟空港；航空機騒音；環境基準；飛行記録表；識別装置；時刻差

１　は じ め に

　新潟空港は，新潟市の北部，阿賀野川左岸の河口部に位
置する第二種空港である．滑走路は，ほぼ南北に伸びた
1,314m長の A滑走路とほぼ東西に伸びた 2,500m長の B
滑走路の２本あるが，主に利用されているのは，B滑走路
である（図 1）．
　新潟県では，新潟空港周辺地域の航空機騒音に係る環境
基準１）の達成状況を把握するために，新潟市と共同で航
空機騒音調査（以下「航空機騒音調査」とは環境基準達成
状況の把握が目的の調査をいう．）を実施している２）．
　航空機騒音調査は 14地点で実施している．これらのう
ち常時監視地点 4地点では通年連続して，定期監視地点
14地点では夏期と冬期にそれぞれ 1週間の連続した期間
のみ騒音の測定を実施しており，前者を常時監視調査，後
者を定期監視調査と呼んでいる．なお，常時監視地点 4地

点は定期監視地点を兼ねており，通年連続測定データのう
ち定期監視調査期間のデータを定期監視調査に使用してい
る．
　航空機からの騒音と他の騒音との識別は，常時監視調査
では航空機騒音識別装置によって，定期監視調査では平成
14年度まで録音テープの聴取及び新潟空港の飛行管制記
録（以下「飛行記録表」という．）との照合によって行っ
ていた．このため，定期監視調査の航空機騒音データの抽
出に多くの時間を要することが支障となっていたので，精
確かつ迅速な航空機騒音データの抽出方法が望まれてい
た．
　そこで，平成 15年度から定期監視調査の航空機騒音デー
タ抽出方法を航空機騒音識別装置の情報を基準とする方法
に変更し，一部処理の自動化を図った．この変更による航
空機騒音評価値への影響を，変更前の方法によるものと比
較検討したので報告する．

現在，*新潟県環境対策課，**財団法人日本環境衛生センター酸性雨研究センター

図１　新潟空港とその周辺地域の航空機騒音調査地点図

この地図は、国土地理院発行の2万5千分の1地形図を使用したものである。
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２　定期監視調査の航空機騒音抽出方法

　２．１　平成 14年度までの抽出方法
　２．１．１　抽出方法
　平成 14年度まで用いた騒音データから航空機騒音によ
るデータを抽出する方法３）（以下「従来方式」という．）
の概要を図２に示す．
（一次処理）
　騒音レベルとその継続時間について設定値を超えた騒音
のピークレベルを記録する．これらの設定には各定期監視
地点での暗騒音レベルが考慮されている．
（二次処理）
　航空機騒音識別装置のある定期監視地点（４地点）では
その識別結果により，また，その装置がない定期監視地点
（10地点）では録音テープの聴取により航空機の騒音と判
断されるピークレベルを抽出する．ただし，録音テープの
ない地点（２地点）では二次処理を行っていない．
（三次処理）
　新潟空港を離着陸する航空機の種類，離着陸時刻，方向
及び使用滑走路が記載された飛行記録表（国土交通省東京
航空局新潟空港事務所から提供を受けたもの．）と騒音ピー
クの照合を以下の要領で行う．
① 　ピークレベルの測定時刻と飛行記録表に記載された離
着陸時刻とを照合し，該当するピークレベルのみを抽出
する．

② 　B滑走路中央を基点として，基点の西（東）寄りの調
査地点で測定されたピークレベルについては，B滑走路
を使用して東（西）側へ離陸又は東（西）側から着陸す

る飛行機の騒音によるものと判断された場合は地上音と
して除外する．
③ 　A滑走路を離着陸する飛行機の騒音によるものと判
断されたピークレベルは地上音として除外する．
　２．１．２　処理の特徴
① 　新潟空港の飛行記録表と照合を行うので，確実な航空
機騒音のみが抽出される．
② 　録音テープの聴取などを行うので，航空機騒音の抽出
に時間がかかる．
③ 　飛行機とヘリコプターの離着陸訓練音（飛行記録表に
は訓練回数の記載はあるが，個々の離着陸時刻の記載が
ない．），上空通過音（飛行記録表には記載がない．），ヘ
リコプターの離着陸音（ピークレベルの測定時刻と飛行
記録表に記載された離着陸時刻とのずれが大きい．）は
飛行記録表との照合が難しく，航空機騒音として抽出さ
れない．
　２．２　平成 15年度からの抽出方法
　２．２．１　抽出方法
　新たに用いた騒音データから航空機騒音データを抽出す
る方法（以下「新方式」という．）の概要を図３に示す．
（一次処理）
　騒音レベルとその継続時間について設定値を超えた騒音
のピークレベルを記録する．これらの設定には各定期監視
地点での暗騒音レベルが考慮されている．（従来方式と同
じ．）
（二次処理）
　航空機騒音識別装置の有無により処理が分かれる．
①　航空機騒音識別装置のある調査地点の騒音データ

（一次処理） （二次処理） （三次処理）

（県及び市の常時監視調査地点）
　航空機騒音識別装置で航空
機騒音を識別する．

　各地点でしきい値と継続時
間を設定し，航空機騒音ピー
クレベルを記録する．

（録音テープのある地点）
　録音テープの聴取で，航空
機騒音を識別する．

　飛行記録表との照合を行
い，確実な航空機騒音を識別
するとともに，地上音を除外
する．

（録音テープのない地点）
　二次処理を行わない．

図２　従来方式における定期監視調査方法
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　 　航空機騒音識別装置で航空機騒音を抽出する．その際，
常時監視と同様の副ピークの除外処理を行う．

②　航空機騒音識別装置のない調査地点の騒音データ
　 　新潟空港の主滑走路である B滑走路を利用して離着
陸する飛行機の飛行経路がほぼ一定していることから，
この飛行機による騒音ピークレベルの調査地点での測定

時刻と常時監視地点での測定時刻との時刻差が調査地点
ごとにほぼ一定していることを利用して航空機騒音を自
動計算処理で抽出する．さらに副ピークの除外処理も自
動計算処理で行う．

（三次処理）
　各調査地点の騒音ピークレベルのうち調査地点ごとに設

（一次処理） （二次処理） （三次処理）

（県及び市の常時監視調査地点
並びに可搬型航空機騒音識別
装置のある調査地点）
　航空機騒音識別装置で航空
機騒音を識別する．

　各地点でしきい値と継続時
間を設定し，航空機騒音ピー
クレベルを記録する．

（識別装置のない調査地点）
　同一発生源と考えられる一
連の騒音ピークでは最も値の
大きな騒音ピークのみを採用
する．県の常時監視調査の騒
音ピーク時刻を用いて，照合
を行う．

　騒音ピークレベルが大きな
騒音ピークについて録音テー
プを聴取し，航空機騒音を識
別する．　

図３　新方式における定期監視調査方法

表１　県常時監視地点との時刻差
（単位：秒）

方
向 離着陸

船江地区 松浜地区
地点 照合数 平均 偏差 最大 最小 地点 照合数 平均 偏差 最大 最小

空
港
西
側

着陸

1  11  9.9  9.4 32 - 6 12 　1 　 7 -
2 　2  4.4  1.4  6 　3 14 　1 　 4 -
4 　6 -3.8 22.0 13 -52 15 　1 　 8 -
5 105  2.6  8.4 38 -13 16 　0 -

離陸

1 367 21.6  8.5 52 　5 12 　1 　 4 -
2 348 15.9  8.7 54 　3 14 　1 　 1 -
4 316 24.2  8.8 56 　9 15 　1 　 9 -
5 366  0.8  9.0 40 -13 16 　1 　12 -

空
港
東
側

着陸

1 　7 16.4  7.8 29 　2 12 352  12.3 11.5 92 -23
2 　2 11.0 - 14 446  11.5 10.6 97 -24
4 　6  9.5  6.9 19 　1 15 442 - 0.1 10.2 85 -34
5  56  6.1 19.4 93 -48 16 408 -19.7 10.5 64 -58

離陸

1  15  0.7 10.1 20 -18 12  48 　2.0  7.9 15 -30
2  17  2.4  5.9 18 - 8 14  53 　0.6  8.4 15 -32
4  14  2.1 10.9 21 -21 15  36 　7.7  6.8 18 -25
5  73  9.3  7.0 28 - 5 16  10  12.5  6.5 25 　3

（注）　離着陸欄の着陸は方向欄に示す方向からの着陸，離陸は方向欄に示す方向への離陸を表す．
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定した騒音レベルを超えた大きな騒音ピークについて，録
音テープを聴取して航空機騒音の識別を行う．
　なお，環境庁通知４）により，緊急離着陸時の航空機騒
音は評価の対象外とされている．新潟県の常時監視調査及
び定期監視調査では，新潟空港が供用時間外になる夜間（22
時から翌日 7時まで）に離着陸する航空機は，これに該当
するものとし，航空機騒音の評価値（以下「評価値」とい
う．）の計算から除外している．今回の処理でも同様とした．
　２．２．２　時刻差による航空機騒音の抽出
　前述の二次処理の②の項における時刻差による航空機騒
音の抽出は，次のように行った．
　騒音ピークレベルの識別装置のない調査地点での測定時
刻と常時監視地点（船江地区は No.７地点の新潟県船江常
時監視局，松浜地区は No.17地点の新潟県松浜常時監視局）
での測定時刻との差が設定された範囲にあるものを原則と
して航空機騒音とした．
　時刻差の範囲は，調査地点ごとに以下の飛行機による騒
音を対象として，「測定時刻差の平均値± 2σ（若干ゆる
めの 5秒単位の設定とした）」とした．B滑走路を離着陸
した飛行機による常時監視地点と各調査地点との騒音ピー
クレベルの測定時刻の差は，平成 13年度及び 14年度の調
査結果を用いると表１のとおりであり，これを参照して，
時刻差の範囲を表２のとおり設定した．
　No.１，No.２及び No.４地点　B滑走路を西へ離陸す
る飛行機
　No.５地点　B滑走路を東へ（から）離（着）陸する飛
行機及び西へ（から）離（着）陸する飛行機
　松浜地区　B滑走路を東へ（から）離（着）陸する飛行機
　２．２．３　処理の特徴
① 　調査地点の測定条件により異なるが，離着陸訓練，ヘ
リコプターによる騒音及び地上音の一部又は大部分を航
空機騒音として抽出する．

② 　自動計算処理するので，航空機騒音の抽出が迅速に行
われ，また，抽出作業者による差が小さい．

３　結果と考察

　３．１　従来方式及び新方式による評価値
　平成 13年度，平成 14年度及び平成 15年度の従来方式
及び新方式で得られた評価値を表３に示す．
　新方式の方が従来方式より評価対象とする航空機からの
騒音が多くなることから，新方式で得られた評価値が従来
方式で得られた評価値より大きく，これらの差は，平成
13年度では No.7が 2.0WECPNLで一番大きく，10地点で
１WECPNL以下，平成 14年度では No.７が 2.1WECPNL，
10地点で１WECPNL以下，平成 15年度では No.7が
1.7WECPNL，12地点で１WECPNL以下であった．なお，
平成 15年度から可搬型航空機騒音識別装置付自動測定装
置 DL-100/PTを使用した No.6及び No.11は，平成 13及
び 14年度の新方式の評価値を算出していない．
　新方式と従来方式の差が一番大きかった No.7地点及び
差が１WECPNLを超えた No.5地点は新潟空港に近く，
従来方式で除外されているヘリコプターによる騒音，新潟
空港内の着陸に伴うリバース音の影響を比較的強く受けて
いると考えられた３）．
　以上のことから，前述の影響を受ける調査地点を除いて，
大半の調査地点で新方式と従来方式の評価値の差は大きく
ないと考えられた．
　３．２　新方式の時刻差による騒音の識別状況　　
　平成 15年度の航空機騒音識別装置のない調査地点にお
ける新方式の時刻差による騒音の識別状況を表４に示す．
　この方法は，録音テープの聴取で飛行機またはヘリコプ
ターによる騒音と判定された騒音ピーク（地上音を含む．
以下「全航空機音」という．）のうち 72～ 90％を正しく
識別した．また，録音テープの聴取で航空機以外の音と判
定された騒音ピークのうち 91～ 100％を航空機騒音では
ないと正しく識別した．
　表３に航空機騒音識別装置のない調査地点における全航
空機音を用いた評価値を併せて示した．この評価値は，一
次処理で得られたデータの内，録音テープの聴取で航空機
からの騒音と判定された副ピークを除く全てのデータを用
いており，航空機騒音識別装置がある場合に得られる評価
値に近い値を示すと考えられる．平成 15年度の新方式と
全航空機音による評価値との差は 0.1から 0.6WECPNLで
あり，この二つの方式による評価値は比較的よく一致して
いた．
　No.14地点は全航空機音の識別率が 72％と低かったが，
その理由として次のことが考えられた．　
① 　航空機騒音ピークレベルが低い地点は，常時監視地点
に比べて騒音レベルの設定値が小さいので，これらの地
点では常時監視地点で測定できなかった航空機騒音ピー
クを測定することがあり，識別率が低下した．
② 　松浜地区上空では B滑走路の延長上空から海側に旋
回する飛行機があり，これによる航空機騒音が新潟県松
浜常時監視局（No.17地点）で測定されなく，No.14地

表２　県常時監視地点との時刻差の設定

地点No.
常時監視局に対して

何秒前から 何秒後まで
1 0 40
2 5 35
4 －5 45
5 35 45
12 15 40
14 20 35
15 25 25
16 45 30
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表４　録音テープを設置している調査地点における新方式の騒音識別状況（平成15年度）

調査地区 調査地点番号
航空機全般 
（注1）

音源が航空機以外

該当 / 総数 該当 / 総数

船江地区

No.1 161 / 187 （86%） 142 / 152 （93%）

No.2 192 / 227 （85%） 58 / 64 （91%）

No.4 136 / 168 （81%） 58 / 62 （94%）

No.5 370 / 465 （80%） 257 / 267 （96%）

松浜地区

No.12 216 / 240 （90%） 50 / 53 （94%）

No.14 282 / 389 （72%） 499 / 501 （100%）

No.15 235 / 282 （83%） 21 / 22 （95%）

No.16 244 / 275 （89%） 105 / 105 （100%）

（注１） 航空機を発生源とする騒音ピーク（地上音を含む．ただし，前後の航空機騒音ピークの副ピークと判断された騒音
ピークは除外した．）

表３　騒音抽出方法の違いによる航空機騒音評価値の変化

調査地区
調査地点
番　　号

航空機騒音
に係る環境
基準の当て
はめ類型　

環境基準値

航空機騒音評価値（WECPNL）

平成13年度 平成14年度 平成15年度

従来方式 新方式
全航空機音 
（注１）

従来方式 新方式 全航空機音 従来方式 新方式 全航空機音

船江地区

№1 Ⅱ 75 66.9 67.1 67.0 63.0 63.0 63.3 63.3 63.8 63.7

№2 Ⅱ 75 65.4 65.7 65.7 60.2 60.4 60.6 63.4 63.8 63.9

№3 Ⅱ 75 70.7 71.3 - 67.5 68.1 - 67.6 68.6 -

№4 Ⅱ 75 63.3 63.3 63.5 57.3 57.5 58.4 58.0 58.2 58.8

№5 Ⅱ 75 75.2 76.4 76.3 73.3 74.7 74.8 71.9 73.2 73.5

№6 Ⅱ 75 66.5 - - 63.0 - - 62.2 62.5 -

№7 Ⅱ 75 67.3 69.3 - 65.2 67.3 - 66.1 67.8 -

松浜地区

№11 Ⅰ 70 64.4 - - 57.0 - - 62.8 63.3 -

№12 Ⅰ 70 69.1 69.1 69.2 63.8 64.1 64.2 65.6 66.0 66.2

№13 Ⅰ 70 74.1 74.7 - 73.9 74.3 - 74.0 74.5 -

№14 Ⅰ 70 66.5 66.7 66.6 63.2 63.7 63.9 65.4 65.7 65.9

№15 Ⅱ 75 71.2 71.6 71.7 70.7 71.0 71.0 70.1 70.7 70.9

№16 Ⅱ 75 69.3 69.8 69.4 68.2 68.6 68.4 68.0 68.7 68.9

№17 Ⅰ 70 67.8 68.1 - 67.1 67.8 - 66.5 67.3 -

（注１） 　録音テープのある地点についてその聴取から｢音源が航空機｣と判断された騒音ピーク，又は｢音源が不特定｣と判断された騒音ピークの中で飛行記録
表と照合できた騒音ピークを抽出した．地上音を含んでいる．

（注２） 　新方式欄のNo.６地点及びNo.11地点で平成14年度までのデータがないのは，この地点では平成15年度から可搬型航空機騒音識別装置付自動騒音測定
装置DL-100/PTを使用しているため．
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点で測定される場合があり，識別率が低下した．
　しかし，識別できなかった航空機騒音ピークのピークレ
ベルは概して低く，評価値への寄与は小さいことから，平
成 15年度の No.14地点では，表３に示すように，新方式
で得られた評価値と全航空機音から得られた評価値の差は
0.2WECPNLと小さかった．
　以上のことから，新方式の時刻差による航空機騒音の識
別は良好であり，迅速で精確に処理できるものと考えられ
た．
　３．３　新方式の運用
　航空機騒音識別装置のない調査地点における新方式の時
刻差による騒音の識別では，測定日によって識別の悪い日
があった．これは毎日０時頃行われる新潟県の常時監視局
の時刻校正が適正に行われなかったためと考えられた．新
方式では，測定器の時刻管理を適正に行う必要がある．

４　ま　と　め

　新潟空港周辺地域の航空機騒音調査で，平成 15年度か
ら定期監視調査に航空機騒音識別装置の情報を基準とする
考え方に基づいて航空機騒音データを抽出する方法を採用
したことから，新方式と従来方式による評価値を比較検討
した．
⑴ 　評価値は，新方式による値の方が従来方式による値よ

り大きかった．両者の差は，新潟空港内の着陸に伴うリ
バース音の影響等を比較的強く受けている調査地点で２
WECPNL程度あったものの，大半の調査地点では１
WECPNL以下であり，差は大きくなかった．

⑵ 　航空機騒音識別装置のない調査地点における新方式の
時刻差による騒音の識別は，録音テープ聴取で判別した
全航空機音のうち 70～ 89％を正しく識別し，航空機騒
音の識別は良好であった．
⑶ 　新方式の時刻差による騒音の識別では，基準とする常
時監視局の時計を含めたシステム全体の時刻管理を適正
に行う必要がある．
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